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お問い合わせは、市役所代表電話番号�0424－64－1311へ。電話番号をお掛けのうえ、担当課の内線番号をお伝えください。

　本年５月～６月に実施した「基本構想・基本計画
案（中間のまとめ）」、「地域情報化基本計画案（中間
答申）」のパブリックコメント（市民意見提出手続
制度）の検討結果（概要）をお知らせします。
　「基本構想・基本計画案」に対しては92人の方か
ら183件のご意見を、「地域情報化基本計画案」に対
しては４人の方から６件のご意見を頂きました。
　検討結果の全内容は、両庁舎情報公開コーナー、
西東京市ホームページでご覧になれます。

市 の 検 討 結 果市　の　検　討　結　果市市民民のの意意見見（（要要約約））

次のように修正します。
＜市民に愛されるまちづくり＞
　21世紀最初の合併により誕生した本市は、これま
での歴史や伝統を大切にしながらも、将来にわたっ
て大きな可能性を持ったまちとして、市民とともに、
この西東京市を「住みたいまち」「住みよいまち」に
育てていくことが求められています。
　また、本市がもつ各種の資源を活かしながら、「西
東京市のアイデンティティ（ＣＩ）」を確立し、そし
て、まちの個性や魅力を築いていくことも大切です。

<<西西東東京京市市民民ととししてて
のの一一体体感感やや誇誇りりのの醸醸
成成>>とといいうう表表現現

次のように修正します。
「豊かで活気あるまち」とします。

「「理理想想ののままちち」」（（将将来来
像像））のの「「豊豊かかなな華華ややぐぐ
ままちち」」とといいうう表表現現

次の項目を追加します。
序論として「市の沿革」の記述を加え、田無と保谷の
歴史や西東京市誕生の経緯についてふれていきます。

田田無無とと保保谷谷のの歴歴史史をを
感感じじささせせるる視視点点がが欠欠
けけてていいるるこことと

すべてのサービスを公立で担うことは、費用対効果
の面からも限界があります。民間委託の問題は、市
財政や「すべての」子育て家庭への子育て支援が要
請される社会情勢等から、公立保育園の機能を再構
築する中で、検討を進めていかなくてはならない今
日的課題である、という認識を持っています。

保保育育園園のの民民間間委委託託

少人数学級については人件費等の財政負担を考える
と、市単独での実施は難しいと考えています。

学学校校教教育育ににおおけけるる3300
人人学学級級・・少少人人数数学学級級

学校図書館専門員は、２校に１人配置しています。
今後とも司書教諭との連携を図るなどして、学校図
書館の活用の充実を図っていきます。

学学校校図図書書館館司司書書のの配配
置置

次のように修正します。
障害のある児童･生徒の教育ニーズにこたえ、一人ひ
とりの能力や可能性を最大限に伸長する多様な教育
を展開するよう努めていきます。

障障害害児児教教育育

次のように修正します。
今後も、学校関係者、保護者、栄養士などで構成す
る協議会において、弁当外注方式による給食の検討
を加えながら継続実施していくとともに、中学校給
食のあり方について検討していきます。

中中学学校校のの弁弁当当外外注注方方
式式とと中中学学校校給給食食

学校週５日制の実施に伴い学校を拠点として位置付
け、学校の施設や地域の人材等を活用した各種事業
を実施するもので、小学校19校の地域の活性化を図
るためにセンタ－構想として考えています。

地地域域学学習習活活動動セセンンタタ
ーー

合併に伴い、図書館は、１中央館・５地域館・１分室が
１つのシステムとして機能し、利用しやすくなってい
ます。公民館についても２地区館４分館体制で全域
的なサービスの提供に努めていきます。

図図書書館館・・公公民民館館のの増増
設設

次のように修正します。
医療・保健・福祉の連携のもと、効果的なリハビリテ
ーションのあり方を調査・研究します。

地地域域リリハハビビリリテテーーシシ
ョョンン

現在市が購入する計画はありませんが、都有地である
ことから都の動向を注視しています。緑地として残す
には、市全体における緑地の状況と、緑地保全のため
市が関わっていくべき地域の計画が必要と考えます。

ししららじじ窪窪都都営営住住宅宅跡跡
地地
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次のように修正します。
東大農場については、農場移転の方針を踏まえ、この移転問題
への対応について、豊かな自然環境を残すことができるよう関
係機関等との調整を図りながら、市の方針を策定していきます。

東東大大農農場場のの移移転転
問問題題へへのの対対応応

「環境にやさしいまちづくり」のため、市民啓発や環境学習を行
うための施設として、（仮称）リサイクルプラザを位置付け、
ここを拠点として地域に密着した事業を展開していきます。

（（仮仮称称））リリササイイクク
ルルププララザザのの建建設設

建設物の高さ制限には、第一種低層住居専用地域の高さ10ｍ以下
の制限や前面道路の幅員による制限、北側隣地境界からの高さ制
限等があります。それ以上の権利制限を行う場合には、十分に検
討し、土地所有者、住民の合意のもと進めなければなりません。 

高高層層住住宅宅のの高高ささ
制制限限

次のように修正します。
「(仮称)人にやさしいまちづくり条例」を制定し、住みなれた地
域で安心して暮らすことができるまちづくりを進めます。

高高齢齢者者がが安安心心しし
てて買買いい物物ががでできき
るるままちちづづくくりり

現在、西武鉄道が駅舎改修工事を行っており、市はそれに対し
て駅のバリアフリー化を伴う事業の支援を行っています。

ひひばばりりヶヶ丘丘駅駅のの
整整備備

市道の舗装・改良等について緊急を要するものから計画的に整
備を進めていきます。生生活活道道路路のの整整備備

現在策定中の「都市計画マスタープラン」の中で、土地利用や
交通網の整備方針を定めます。　また、市道整備計画を策定し、
計画的に整備を行います。

道道路路網網のの整整備備

東京都に対し早期の完成を要望します。
保保谷谷都都市市計計画画道道
路路33・・22・・66号号（（調調
布布保保谷谷線線））

はなバスの運行は、「全市的に公共交通の空白地域の解消を図
る」「都市計画道路の整備に併せて将来運行を増設する」など
を基本方針として民間バス路線と競合しないよう計画的に運
行路線の検証を行い改善を図っていきます。

ははななババスス

基本構想・基本計画案（中間のまとめ）　　　　　　　　　　　　　　　 　◆企画課（�田 �内線1120）

「基本構想・基本計画案（中間のまとめ）」と
「地域情報化基本計画案（中間答申）」の概要
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カタカナ言葉は極力少なくしていくよう努力しま
す。また、表現上、カタカナ言葉や新語等を使用す
る場合は、別記用語解説を掲載します。

カカタタカカナナ言言葉葉のの濫濫用用

地域情報化基本計画の中で「こころを交流する」と
は、人と人とがふれあい、お互いの感情や考えを深
く理解することを表現する言葉として用いていま
す。計画の中に説明を掲載します。

「「こここころろをを交交流流すするる」」とといい
うう記記述述ににつついいてて

行政に期待する内容は、市民の皆さんによりさまざま
であると考えられます。施策を実施するためには長期
的かつ体系的な視点が必要となり、地域全体を視野に
入れ、ニーズに沿った施策に順位付けを行って取り組
む必要があることから、計画を策定し実施しています。

計計画画策策定定のの必必要要性性

紙類の使用の削減については、行財政改革の課題で
もある電子申請を実現していく中で推進します。

公公民民館館備備品品・・保保育育室室のの利利用用
申申請請時時ののペペーーパパーーレレスス化化

インターネットの利用については、電話予約や委託
販売窓口での利用状況を見ながら、今後の課題とし
て財団と協議します。

ここももれれびびホホーールルののイイベベンン
トトののイインンタターーネネッットト予予約約

ＩＴベンチャーの誘致・育成については、地域の産
業振興策全般の課題として検討します。

市市内内ののＩＩＴＴベベンンチチャャーーのの
誘誘致致・・育育成成

地域情報化基本計画案（中間答申）　　　◆情報推進課（�田 �内線1163）
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パブリックコメント（市民意見提出手続制度）


